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研究成果の概要（和文）：高等教育システム及びその環境を大きく左右すると考えられるガバナンスを分析の視
角とし、これをタテに展開して、マクロレベル（高等教育政策・改革動向）、ミドルレベル（大学の運営機構・
機能とその実際）、ミクロレベル（学生及び教員の意識と行動）の三層に区分したうえで、喫緊の問題である
「学士課程教育の改革推進」に機能するガバナンスのあり方とはどのようなものか、各層における必要条件、十
分条件、阻害要因を海外イギリスの高等教育システムと比較対照しながら抽出を行い、その上で、総合的な観点
から日本の教学ガバナンスの在り方を提示した。

研究成果の概要（英文）：From the point of view of analyzing the governance that is thought to have a
 major influence on the system of higher education and its environment, we will develop the research
 project vertically to develop macro level (reform trends in higher education policy), middle level 
(the organization of university management: functions and actual practice), and micro level (student
 and teacher's consciousness and behavior).
   We will also examine what kind of governance functions are involved in the "promotion of 
bachelor's education reform". We comprehensively compare the necessary conditions, sufficient 
conditions, and obstacles to overseas British higher education system and present the way of 
teaching governance in Japan from a comprehensive perspective.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 近年、中教審はめまぐるしい変化を示して

いる現代社会の状況を踏まえながら、その社

会の変化に対応できる大学への改革を図る

べく度重なる答申を出している。平成 20 年

の「学士課程教育の構築に向けて」では、「学

生受け入れ・教育課程編成・学位授与」の３

つの方針の確立が提起され、その後はいわゆ

る「学士力」の各大学での内容の明確化と充

実、教育内容・方法、そして学内の運営体制

のあり方について、議論が続けられており、

そのような中で、大学の教学改革を強力に推

し進めるための「学内ガバナンスの強化」の

必要性が提起された。これを受けて文部科学

省は諸外国における教学ガバナンスの実態

調査、即ち先導的大学改革推進委託事業「諸

外国の大学の教学ガバナンスに関する調査

研究」に着手し、国内における高等教育研究

の先進的機関であり本研究の研究代表者（秦

由美子）および分担者の所属する広島大学高

等教育研究開発センターが当該事業を受託

した。調査対象国としては文部科学省の意向

を踏まえ米国、英国、フランスで、(1)学長

等のリーダーシップをはじめとする意思決

定メカニズムの分析、(2)教員組織の機能の

分析を明らかにすることに努めた。調査結果

は、英国では主として財政を通じた統制を維

持しつつも大学が自律的に運営されている

こと、そしてフランスでは伝統的に政府統制

が強い中で日本同様に自律性拡大へ向けた

改革が進められていることといった国家間

の固有性が析出された。しかし、海外では教

学ガバナンス改革についても、また学士課程

教育の改革においても、大学の自発的な意志

による内部からの改革であったのに反し、日

本では経済界や社会からの要請によりこれ

ら改革が起こってきたことも明らかになっ

た。このような改革ベクトルの相違を究明す

る切り口の一つとして、学生のガバナンス参

加が良質な大学教育の提供に大きな役割を

果たしていることを挙げたい。現在これら 3

国、特にイギリスでは学生を高等教育の中心

に据えた改革が実施されている。そこで、現

在最も問題となっている「学士課程教育の改

革」を軸に、マクロ、ミドル、ミクロのレベ

ルからアプローチを行い、改革の方向性を決

定づける諸条件の解明と、その調査結果を踏

まえての①「教学ガバナンス」及び②「大学

運営組織・教員と学生との連携」システムを

提示しようと、本研究を企画した。 

 

２．研究の目的 

本研究では、上記委託事業に参加したメン

バー組織を拡大・強化するとともに、対象国

も「中国、オランダ（EUも視野に入れる）」

を付け加え、上述のとおり、喫緊の課題であ

る「学士課程教育の改革」に焦点を当て、過

去実施してきた全ての研究を統合し、更に発

展させた調査研究として本研究を位置付け

たいと考えている。EU を対象国に入れた理由

は、既に代表者・秦が EU 高等教育研究コン

ソーシアム（Consortium of Higher Education 

Research）の海外メンバーであり、EU 高等教

育圏の大学ガバナンスの情報及び研究者と

の交流の蓄積があるからである。 

 本研究では、社会的要請に応じることがで

きる学士課程教育の改善・改革に、柔軟かつ

自在に個々の大学が挑むことを可能とする

システム及び環境のあり方を探求した。 

具体の調査方針として、学士課程教育の学

生調査に関しては、基盤研究（B）(平成 17

～19 年度）「大学における学生の質に関する

国際比較研究」（研究代表者：秦由美子）に

おいて、日本国内 11 研究大学についての貴

重な調査結果があるので、それを基盤に本研

究を発展させていった。「諸外国の大学の教

学ガバナンスに関する調査研究」以外に、「大

学運営の構造改革」、「大学組織の再構築」、

「変化する政府と大学との関係」、「大学にお

ける教育文化から学習文化」といった多様な



活動を展開しつつ、（研究代表者の秦及び共

同研究者の大場、黄、大佐古が参画）これら

研究活動による成果も本研究に反映させた。 

＜研究期間内に何をどこまで明らかにした

か＞ 

(1)本研究では、とりわけそのシステム及び

環境を大きく左右すると考えられるガバナ

ンスを分析の視角とし、これをタテに展開し

て、マクロレベル（高等教育政策・改革動向）、

ミドルレベル（大学の運営機構・機能とその

実際）、ミクロレベル（学生教育の最前線に

ある教員の意識と行動）の三層に区分して分

析する試みである。いずれのレベルも、それ

を対象とする研究の一定の蓄積が見られる。

しかし、三層を総合的に捉える研究は未だな

く、各レベル間に生じるガバナンスの認識の

齟齬が十分に埋められてはいない。これら三

層の連関を含めた高等教育システム全体の

ガバナンスに対する認識を確立することが

柔軟かつ自在な大学教学改革を実現するた

めには不可欠と考えられた。(2)この三層に

対して、学士課程教育の目的および結果の指

標のひとつとしての「学士力」に焦点を当て

て、内容面での国際比較を行う。マクロレベ

ル（政策）で規定される「学士力」、ミドル

レベル（個々の大学）で設定されている「学

士力」、ミクロレベル（最前線の大学教員）

で個人の理念として考えられている「学士

力」の三層間で一致点と乖離点、一致点と乖

離点に作用する三層間の相互作用の実態の

解明を試みた。(3)上記(1)と(2)における三

層間の相対的相互作用の結果として、教学ガ

バナンスのどのような要素が最終の「学習成

果」たる「学士力」を左右するかを、特に各

大学単位で外形的に参照できる成果指標と

照合しながら検討した。(4)(3)までを通じて 

学士課程教育の改善に寄与するガバナンス

のあり方とはどのようなものか、大学改革を

促進または阻害する各国に共通した普遍的

条件の分析を行った。 (5)その上で、日本固

有の教学ガバナンスのあり方及び大学運営

組織・教員・学生三者間のあり方に対する提

言を行った。 

 

３．研究の方法 

(1)主たる研究計画・方法：①理論研究、②

文献・資料収集、③質問紙作成（予備調査質

問紙作成、本質問紙作成）、④質問紙発送・

回収・データ処理（予備調査、本調査）、⑤

訪問調査、⑥ワークショップ開催、⑦国際セ

ミナー開催、⑧成果公表等 

(2)役割分担：研究代表者、研究分担者、連

携研究者、海外共同研究者。代表者は全体を

統括、研究分担者、連携研究者は各論を担当。

班を編成し、各班が責任を持って研究調査を

実施。特に理論研究には、市川昭午（財務経

営センター名誉教授）及び堀尾輝久（東京大

学名誉教授）の参加により教育界への新たな

提言に至る研究成果を企図している。 

(3)仏、中、日本、イギリスへの訪問調査の

実施 

(4)アンケート調査の実施及び分析、総括の

実施 

 

４．研究成果 

 研究成果については、質的調査及び国・

公・私の大学全ての学部長に量的調査（アン

ケート調査）を実施し、それら成果を、『学

士課程教育の質的転換を実質化するための

ガバナンスシステム』（本科研費補助金中間

報告書）2015 及び『大学における教学ガバナ

ンスとその効果に関する調査研究』（ディス

カッションペーパーシリーズ）2017 を出版し

た。また、各研究分担者、研究協力者は、そ

れぞれ本研究「学士課程教育の質的転換を実

質化するためのガバナンスシステム」に関す

る著書及び論文を公刊するとともに、国内外

での発表を実施した。 
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